
令和元年度 4億 34百万円
令和２年度 1,167億 20百万円
令和３年度 993億 97百万円

令和３年度９月補正（追加２）予算（案）の概要

Ⅰ 補正予算編成の柱

１ 令和３年８月大雨被害への緊急対策に要する経費 〔6億 11百万円〕

２ 新型コロナウイルス感染症対策に要する経費 〔10億 24百万円〕

主な

歳入

・国庫支出金 16億 10百万円

・県 債 25百万円◆ 一般会計補正予算 16億 35百万円

[１]観光地受入態勢ステップアップ事業 586,000千円

○新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、令和３年８月の大雨被害を受けた雲仙
温泉街をはじめとする宿泊事業者等に対し、雇用の確保及び今後の受入態勢強化のための
取組を支援
〔対 象 者〕 県内に事業所を置く宿泊事業者、交通事業者・旅行会社、観光協会等

〔対象事業〕 本県地域の観光資源を活用した観光コンテンツの充実や受入環境の整備など、ウィ

ズコロナ・ポストコロナにおいても本県が旅行の目的地として選ばれ、訪れた方にリ

ピーターとなっていただけるような魅力ある観光まちづくり等に資する事業

〔事業期間〕 最長２カ月間（雲仙温泉街の事業者は最長３カ月間）

〔上 限 額〕 １０百万円（雲仙温泉街の事業者は２０百万円）

[２]（新）令和３年８月大雨被害に係る対策事業 25,000千円

○雲仙天草国立公園（雲仙市新湯地区）における斜面復旧対策
〔主な内容〕 測量設計、法面保護対策工事

Ⅰ 令和３年８月大雨被害への緊急対策に要する経費

観光振興課

令和3年9月 長崎県

Ⅱ 補正予算の規模

2,165億 51百万円
新型コロナウイルス感染症

対策予算累計

：県独自支援*
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840,537 793,097 16,160 959 1,635 18,754 811,852 △ 28,685 △ 3.4

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、集計が一致しない箇所がある。

令　和　３　年　度

 一 般 会 計

*

① おもてなし力向上対策 ② 誘客対策

③ 安全・安心対策 ④ 【被災地特例】災害復旧対策（雲仙温泉街事業者に限る）

自然環境課*

令和３年９月１７日
財 政 課
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[１]事業継続のための給付金 739,000千円

○国のまん延防止等重点措置の適用等に伴う飲食店・遊興施設への営業時間短縮要請等の
影響を受けて売上が減少した県内事業者に対し、県内市町と連携して給付金を支給

[２]県ワクチン接種センターの設置期間延長 263,402千円

○新型コロナワクチン接種促進のため、県における集団接種会場の設置期間を延長
〔設置場所〕 長崎地区（県庁）及び佐世保地区（レオプラザホテル佐世保）

〔設置期間〕 令和３年10月８日まで → 令和３年11月末まで延長

〔接種対象〕 県内市町から交付された接種券を有する18歳以上の方

[３]新型コロナワクチン接種体制の確保 21,517千円

○新型コロナワクチン接種体制確保に向けた調整や専門的相談体制の構築（事業費の追加）
〔主な内容〕 ワクチン接種後の専門的相談体制の確保 等

Ⅱ 新型コロナウイルス感染症対策に要する経費

以下のいずれかに該当し、本年８月又は９月の売上高が対前年比（又は対前々年比）

▲３０％以上～▲５０％未満減少している中小事業者

① 時短営業を実施した県内の飲食店等と直接・間接の取引があること

② 県内における不要不急の外出・移動自粛による直接的な影響を受けたこと

※ただし、営業時間短縮要請協力金の給付を受ける事業者は対象外

給付要件

産業政策課

令和3年9月 長崎県

：県独自支援*
*

１事業者あたり最大２０万円（売上減少額を上限）給付額

① 事業継続支援給付金

② 酒類販売事業者支援金

終日の酒類提供自粛要請等に応じた長崎市又は佐世保市内の飲食店等と直接・間接

の取引がある酒類販売事業者
給付要件

① 売上が▲３０％以上～▲７０％未満減少 最大４０万円（売上減少額を上限）

② 売上が▲７０％以上～▲９０％未満減少 最大８０万円（ 〃 ）

③ 売上が▲９０％以上減少 最大１２０万円（ 〃 ）

給付額

国の月次支援金又は①の事業継続支援給付金に上乗せして支援を実施（申請窓口：県）

国の月次支援金の対象とならない事業者に対する支援を実施（申請窓口：市町）

医療政策課

医療政策課

〔支援イメージ〕

県１／２、市町１／２負担割合

〔

前
年
比
ま
た
は
前
々
年
比
の
売
上
減
少
〕

▲100%

▲50%

▲30%

0

【国】月次支援金

売上が▲50％以上減少

・法人２０万円/月、個人１０万円/月

【市町(県)】事業継続支援給付金

売上が▲30％以上▲50％未満減少

・１事業者あたり最大２０万円

【県】酒類販売事業者支援金

① 売上が▲30％以上～▲70％未満減少

法人 最大４０万円

個人 最大２０万円

② 売上が▲70％以上～▲90％未満減少

法人 最大８０万円

個人 最大４０万円

③ 売上が▲90％以上減少

法人 最大１２０万円

個人 最大６０万円

県内中小事業者 県内酒類販売事業者


